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固定価格買取制度の運用見直しについて（H27.1月）

設備認定
年度

太陽光調達価格
（10kW以上は＋税）

50kW以上の設備の
失効ルール等

調達価格の適正化等の運用見直し

調達価格の決定時期
（接続申込時から
接続契約時に変更）

接続枠の
「空押さえ」防止10kW未満 10kW以上

Ｈ２４ 42円/kWh 40円/kWh

失効ルールなし
※400kW以上の未稼働案件4,699件
について、報告徴収を実施→認定取
消し・廃止723件

× ×

Ｈ２５ 38円/kWh 37円/kWh

失効ルールなし
※400kW以上の未稼働案件10,372
件について、報告徴収を実施→審
査・聴聞・取消しを実施中

× ×

Ｈ２６ 37円/kWh 32円/kWh
認定を受けた日の翌日から１８０日後
までに場所・設備を確保しなければ
失効

×
△

※H27.1.26以降の
接続申込から適用

Ｈ２７

（出力制御対応機器
設置義務なし）

33円/kWh

(4月～6月）
29円/kWh

認定を受けた日の翌日から２７０日後
までに場所・設備を確保しなければ
失効
※電力会社による接続検討の期間
（９０日間）が接続契約申込み以降に
なったため

○ ○

（出力制御対応機器
設置義務あり）

35円/kWh

(7月～）
27円/kWh ○ ○

調達期間 10年 20年

■ 立地の円滑化（地域トラブル防止）

認定時に関係法令の手続き状況について提出を求め、個々の案件の詳細情報とともに、地方自治体に提供
（平成２７年度中に実施予定）

■ 調達価格の適正化等
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国は、再生可能エネルギーの導入拡大に向けた現状と課題を踏まえた制度見直し等の検討を
開始した。（経済産業省総合資源エネルギー調査会新エネルギー小委員会）

固定価格買取制度の見直し等に向けた検討
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